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Ⅲ　 産　 業

１ ． 地価動向

住宅地の地価
単位： 円／㎡

平成1 8 年 2 1 2 4 2 7 3 0 令和3 年

仁 良 川 4 8 ,5 0 0 4 5 ,8 0 0 4 2 ,0 0 0 4 0 ,6 0 0 3 8 ,5 0 0 3 7 ,6 0 0

祇 園 ５ 丁 目 8 0 ,1 0 0 7 9 ,8 0 0 7 9 ,2 0 0 8 3 ,0 0 0 8 9 ,6 0 0 9 3 ,4 0 0

下 古 山 ２ 丁 目 5 3 ,7 0 0 5 2 ,5 0 0 5 0 ,9 0 0 5 0 ,1 0 0 5 0 ,1 0 0 5 0 ,5 0 0

石 橋 字 横 塚 5 9 ,1 0 0 5 5 ,0 0 0 5 0 ,0 0 0 4 7 ,8 0 0 4 7 ,1 0 0 4 6 ,7 0 0

小 金 井 ２ 丁 目 5 2 ,2 0 0 4 9 ,1 0 0 4 6 ,1 0 0 4 5 ,0 0 0 4 5 ,2 0 0 4 5 ,6 0 0

川 中 子 字 東 原 4 8 ,9 0 0 4 5 ,3 0 0 4 0 ,8 0 0 3 7 ,9 0 0 3 3 ,7 0 0 3 3 ,7 0 0

資料： 地価公示

地価公示は、 地価公示法第２ 条第１ 項の規定に基づき 、 国土交通省土地

鑑定委員会が毎年１ 月１ 日における全国の標準地の正常な価格を 調査、 公

示するも のです。 地価公示制度は、 一般の土地の取引価格の指標、 不動産

鑑定士等の鑑定評価の規準、 公共事業用地の取得価格算定の規準と さ れ、

また、 相続税評価、 固定資産税評価の目安、 国土利用計画法に基づく 土地

取引の届出制における価格算定の規準等と なるも のです。

解　 説
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第１ 次産業

第３ 次産業

第２ 次産業

 平成2 年 7  1 2  1 7  2 2  2 7

２ ． 産業
（ １ ）産業別就業者数

第１ 次産業、 第２ 次産業と も に就業者数は減少傾向と なっ ているが、 反対に

第３ 次産業の就業者数は増加し ている。

産業別就業者数の推移
単位： 人

平成２ 年 ７ 1 2 1 7 2 2 2 7

第１ 次産業 4 .1 2 9 3 ,5 1 7 2 ,9 7 1 2 ,5 5 3 1 ,8 8 1 2 ,0 1 5

第２ 次産業 8 ,5 8 5 9 ,3 7 6 9 ,3 0 2 8 ,3 4 0 7 ,8 0 3 8 ,1 6 5

第３ 次産業 1 1 ,9 7 4 1 5 ,9 2 2 1 7 ,3 8 7 1 8 ,5 2 6 1 8 ,3 9 0 1 9 ,4 7 1

※　 ３ 町の合計を 下野市と し て作成 資料： 国勢調査

　 国勢調査に用いている産業分類は、 日本標準産業分類を 国勢調査に適合

するよう に集約し て編成し たも のであり 、 産業大分類を ３ 部門に集約し て

いる場合、 おおむね以下のよう な区分になる。

第１ 次産業・ ・ ・ 農業、 林業、 水産業

第２ 次産業・ ・ ・ 製造業、 鉱業、 建設業

第３ 次産業・ ・ ・ 卸売・ 小売業、 金融・ 保険業、 運輸・ 通信業、 サービス

業など

解　 説
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（ 　 　 事業所数） （ 　 　 従業者数）
建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・ 小売業

金融・ 保険業

不動産業

飲食店・ 宿泊業

医療・ 福祉

教育・ 学習支援業

その他

01 0 02 0 03 0 04 0 05 0 06 0 0 0 10 00 20 00 30 00 40 00 50 00 6 000

（ ２ ）事業所数と 従業者数

事業所数は卸売・ 小売業が最も 多いが、 従業者数は医療・ 福祉が最も 多く なっ

ているこ と から 、 医療・ 福祉に関わる人が多いこ と がわかる。

産業（ 大分類）別事業所数と 従業者数

建
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・
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・
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業

飲
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店
・

宿

泊

業

医

療

・

福

祉

教

育
・

学

習

支

援

業

そ

の

他

事業所数 2 5 0 1 8 4 8 7 7 5 0 7 2 7 1 6 4 2 1 3 1 6 4 1 0 1 1 0 8

従業者数 1 ,4 7 4 4 ,0 3 3 2 6 1 ,7 6 8 3 ,7 7 6 2 5 0 3 6 5 1 ,5 2 1 5 ,0 8 0 1 ,3 2 6 1 ,2 8 3

資料： 平成2 8 年経済セン サス基礎調査
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（ 　 　 商店数） （ 　 　 従業者数）

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

3 5 0 0

4 0 0 0

平成9 年 1 1  1 4  1 6  1 9  2 8
0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

３ ． 商業
（ １ ）商店数と 従業者数

平成９ 年から 平成２ ８ 年までの間に商店数はおよそ３ 割減少し ているが、 従

業者数の減少は１ 割に満たないこ と が分かる。

商店数と 従業者数の推移

平成９ 年 1 1 1 4 1 6 1 9 2 8

商 店 数 6 3 4 6 3 4 5 7 8 5 7 5 5 1 0 4 3 4

従 業 者 数 3 ,2 4 7 3 ,6 2 7 3 ,3 5 0 3 ,4 9 4 3 ,3 4 8 3 ,2 3 2

資料： 商業統計調査、 経済セン サス活動調査

平成2 8 年経済センサス基礎調査の商店数と 従業者数

商店数 従業者数 商店数 従業者数

宇 都 宮 市 4 ,7 9 4 4 4 ,3 7 5 真 岡 市 6 6 5 4 ,6 7 5

足 利 市 1 ,5 2 5 1 0 ,2 0 2 大 田 原 市 6 9 3 4 ,3 5 2

栃 木 市 1 ,5 1 4 1 0 ,1 6 8 矢 板 市 3 1 9 2 ,0 6 2

佐 野 市 1 ,4 4 5 9 ,3 7 9 那須塩原市 1 ,1 9 0 8 ,9 6 7

鹿 沼 市 9 5 2 6 ,4 2 8 さ く ら 市 3 2 6 2 ,3 5 5

日 光 市 9 3 4 5 ,3 0 6 那須烏山市 2 5 8 1 ,4 1 2

小 山 市 1 ,4 0 6 1 2 ,1 1 2

平成2 8 年７ 月１ 日現在

参　 考
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平成9 年 1 1  1 4  1 6  1 9  2 6  2 8
6 0 0

9 0 0

1 2 0 0

1 5 0 0

（ ２ ）年間商品販売額

年間商品販売額は、 商店数や従業者数の減少と と も に減少傾向にある。

※平成1 9 年以前と 平成2 6 年以降の比較にあたっ ては、 調査区分の変更により

集計対象が異なるこ と に留意が必要である。

商店の年間商品販売額の推移
単位： 億円

平成９ 年 1 1 1 4 1 6 1 9 2 6 2 8

年間商品販売額 9 5 3 9 1 0 7 5 5 8 3 0 8 1 3 1 ,4 4 7 1 ,4 9 7

資料： 商業統計調査、 経済セン サス活動調査

平成2 8 年商業統計調査の年間商品販売額
単位： 億円

宇 都 宮 市 2 6 ,1 4 4 日 光 市 1 ,0 8 3 那須塩原市 2 ,6 3 5

足 利 市 2 ,8 0 6 小 山 市 4 ,5 0 9 さ く ら 市 5 4 7

栃 木 市 2 ,8 4 2 真 岡 市 1 ,1 9 8 那須烏山市 3 1 4

佐 野 市 3 ,4 0 5 大 田 原 市 1 ,2 1 4

鹿 沼 市 1 ,9 3 9 矢 板 市 4 5 5

平成2 8 年７ 月１ 日現在

参　 考
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2 0

4 0
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8 0

1 0 0
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平成1 9 年 2 3 2 5 2 8 3 0 令和2 年
3 0 0 0

4 0 0 0

5 0 0 0

（ 　 　 事業所数） （ 　 　 従業者数）

４ ． 工業
（ １ ）事業所数と 従業者数

生産活動を 行う 事業所数はほぼ横ばいで推移し ている。

生産活動を 行う 事業所数と 従業者数の推移

平成1 9 年 2 3 2 5 2 8 3 0 令和2 年

事業所数 1 0 8 1 0 4 1 1 3 1 1 2 1 1 0 1 0 3

従業者数 4 ,5 7 6 4 ,2 7 1 4 ,4 9 0 3 ,8 4 1 4 ,8 9 6 4 ,7 1 7

資料： 工業統計、 経済セン サス活動調査
（ 従業者４ 人以上の事業所）

令和2 年工業統計調査の事業所数

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

宇 都 宮 市 5 0 1 3 2 ,6 2 3 真 岡 市 1 6 5 1 3 ,0 9 0

足 利 市 4 8 8 1 5 ,7 4 8 大 田 原 市 1 5 8 1 2 ,6 8 3

栃 木 市 3 9 1 1 9 ,8 5 5 矢 板 市 6 2 2 ,2 4 9

佐 野 市 4 0 2 1 4 ,5 2 2 那須塩原市 2 2 9 1 0 ,7 0 1

鹿 沼 市 3 8 7 1 4 ,1 7 3 さ く ら 市 1 0 0 5 ,0 3 4

日 光 市 1 8 1 7 ,0 6 5 那須烏山市 1 0 9 3 ,0 5 5

小 山 市 2 6 5 1 8 ,4 6 9

参　 考
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平成2 0 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年
1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

（ ２ ）製造品出荷額

製造品出荷額は減少傾向にある。

製造品出荷額の推移
単位： 億円

平成2 0 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年

製造品出荷額 2 ,0 7 9 1 ,6 9 1 1 ,7 4 7 1 ,5 8 1 1 ,8 3 3 1 ,6 3 0

資料： 工業統計、 経済センサス活動調査

（ 従業者４ 人以上の事業所）

令和2 年工業統計調査の製造品出荷額
単位： 億円

宇都宮市 2 1 ,8 8 3 日光市 3 ,2 5 9 那須塩原市 3 ,4 8 6

足利市 3 ,8 7 6 小山市 9 ,1 1 0 さ く ら 市 2 ,2 7 8

栃木市 1 0 ,9 4 8 真岡市 5 ,8 7 6 那須烏山市 6 3 6

佐野市 4 ,0 7 9 大田原市 6 ,2 7 6

鹿沼市 4 ,4 5 0 矢板市 5 2 5

参　 考
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平成7 年 1 2  1 7  2 2  2 7  令和2
0

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

3 5 0 0

4 0 0 0
（ 　 　 経営耕地面積） （ 　 　 農家数）

５ ． 農業
（ １ ）農家数と 経営耕地面積

平成７ 年から 令和2 年にかけて、 農家数はおよそ４ 割減少し ているも のの、

経営耕地面積はおよそ２ 割程度の減少にと どまっ ている。

農家数経営耕地面積の推移

平成7 年 1 2 1 7 2 2 2 7 令和2 年

農家数（ 戸） 2 ,5 0 8 2 ,3 3 0 2 ,1 3 3 1 ,9 6 1 1 ,7 0 2 1 ,4 6 4

経営耕地面積（ ha） 3 ,8 8 5 3 ,6 5 1 3 ,4 3 1 3 ,5 2 3 3 ,3 5 2 3 ,2 0 1

※　 ３ 町の合計を 下野市と し て作成 資料： 農林業セン サス

令和2 年農林業センサス　（ 農家数： 戸、 経営耕地面積： ha）

農家数 経営耕地面積 農家数 経営耕地面積

宇 都 宮 市 4 ,4 2 7 9 ,4 7 2 真 岡 市 3 ,0 7 3 6 ,7 4 8

足 利 市 1 ,5 3 0 1 ,6 0 9 大 田 原 市 3 ,6 6 5 9 ,8 4 8

栃 木 市 4 ,4 0 3 7 ,3 9 1 矢 板 市 9 4 7 2 ,5 7 0

佐 野 市 2 ,2 2 5 2 ,3 9 5 那須塩原市 2 ,4 9 0 8 ,4 5 5

鹿 沼 市 2 ,7 8 2 3 ,9 9 7 さ く ら 市 1 ,3 3 9 4 ,2 0 3

日 光 市 1 ,9 2 3 4 ,0 7 3 那須烏山市 1 ,6 2 4 2 ,3 0 8

小 山 市 2 ,5 3 2 5 ,9 2 2

令和2 年２ 月１ 日現在

参　 考
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（ 　 　 経営体数）

稲

麦類

雑穀

いも 類

豆類

工芸作物

野菜

果樹

花き 類

その他

（ 　 　 作付面積）

0 2 0 0 4 0 0 6 0 0 8 0 0 1 0 0 0 1 2 0 00500100015002000 05 0 01 0 0 01 5 0 02 0 0 0

（ ２ ）類別経営体数と 作付面積

販売目的で作付け（ 栽培）し た作物の類別経営体数を みると 、 稲が最も 多く 、

作付面積も 最も 広いこ と がわかる。 次いで野菜、 麦類と なっ ている。

販売目的で作付け（ 栽培）し た作物の類別経営体数と 作付面積

稲 麦類 雑穀 いも 類 豆類 工芸作物 野菜 果樹 花き 類 その他

経営体数
（ 戸）

8 4 1 1 0 9 1 5 2 9 1 9 4 6 5 8 4 2 8 3 9 2 4 6

作付面積
（ ha）

1 ,4 7 8 5 6 1 3 4 7 4 ― 4 7 0 ― ― 4 6 4

※稲は飼料用を 除く 資料： 農林業セン サス（ 令和2 年）

令和2 年農林業センサス　（ 経営体数： 戸、 作付面積： ha）

稲 麦類 雑穀 いも 類 豆類 工芸作物 野菜 果樹 花き 類 その他

宇都宮市
経営体数 2 ,5 9 8 2 2 3 4 1 6 9 8 6 4 5 6 9 4 2 3 3 8 5 5 1 2

作付面積 5 ,6 4 9 5 3 1 7 1 5 7 3 5 5 2 7 3 9 1 1

栃木市
経営体数 2 ,4 3 9 6 5 6 6 6 6 8 1 0 4 2 1 6 5 3 1 7 5 4 1 3 8 9

作付面積 4 ,1 2 8 6 2 7 2 2 1 1 1 0 7 5 8

小山市
経営体数 1 ,4 3 3 3 9 8 1 9 2 7 6 7 4 5 5 1 4 1 1 5 3 7 4 8 9

作付面積 2 ,8 3 5 1 ,6 5 9 1 1 1 8 4 7 1 1 ,0 5 0

令和2 年２ 月１ 日現在

参　 考
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0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

6 0 0 0

8 0 0 0

1 0 0 0 0

（ 　 　 収穫量）（ 　 　 作付面積）

平成1 8 年 2 1 2 4 2 7 3 0 令和2 年

（ ３ ）水稲収穫量と 作付面積

平成1 8 年と 比べ、 水稲の作付面積は微減と なっ ており 、 併せて収穫量も 微

減になっ ている。

水稲収穫量と 作付面積

平成1 8 年 2 1 2 4 2 7 3 0 令和2 年

収穫量（ ｔ ） 9 ,8 2 0 9 ,7 3 0 9 ,9 3 0 8 ,3 4 0 8 ,3 3 0 9 ,2 0 0

作付面積
（ ha）

1 ,8 8 0 1 ,8 5 0 1 ,8 5 0 1 ,6 5 0 1 ,5 9 0 1 ,7 0 0

資料： 栃木県統計年鑑

令和2 年水稲収穫量と 作付面積　（ 収穫量： t、 作付面積： ha）

収穫量 作付面積 収穫量 作付面積

宇 都 宮 市 3 5 ,0 0 0 6 ,4 8 0 真 岡 市 2 1 ,7 0 0 3 ,9 6 0

足 利 市 4 ,9 5 0 1 ,0 3 0 大 田 原 市 3 7 ,9 0 0 6 ,5 8 0

栃 木 市 2 9 ,4 0 0 5 ,6 9 0 矢 板 市 9 ,1 0 0 1 ,7 5 0

佐 野 市 8 ,1 1 0 1 ,7 7 0 那須塩原市 2 3 ,7 0 0 4 ,1 7 0

鹿 沼 市 1 0 ,9 0 0 2 ,1 9 0 さ く ら 市 1 8 ,4 0 0 3 ,3 2 0

日 光 市 1 1 ,9 0 0 2 ,3 4 0 那須烏山市 7 ,2 0 0 1 ,3 2 0

小 山 市 1 5 ,1 0 0 2 ,8 6 0

資料： 栃木県統計年鑑

参　 考
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平成1 7 年 1 9  2 1  2 3  2 5  2 7  2 9  令和元年
0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

3 0 0

3 5 0

令和元年の林野面積
単位： ha

宇 都 宮 市 8 ,0 9 1 日 光 市 1 2 5 ,2 3 5 那須塩原市 3 8 ,4 4 1

足 利 市 7 ,9 4 3 小 山 市 5 5 1 さ く ら 市 2 ,4 1 5

栃 木 市 8 ,3 7 2 真 岡 市 1 ,4 2 4 那須烏山市 8 ,1 1 4

佐 野 市 2 1 ,8 1 3 大 田 原 市 1 5 ,2 6 6

鹿 沼 市 3 3 ,7 5 3 矢 板 市 9 ,7 7 0

資料： 栃木県森林・ 林業統計書

参　 考

６ ． 林業　
林野面積はほぼ横ばいで推移し ている。

林野面積の推移
単位： ha

平成1 7 年 1 9 2 1 2 3 2 5 2 7 2 9 令和元年

林野面積 3 1 2 3 0 9 3 0 9 3 0 8 3 0 6 3 0 6 3 0 0 3 0 1

資料： 栃木県森林・ 林業統計書
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